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（訂正）「平成 20 年３月期 決算短信」の一部訂正について 

 

 

当社は、平成 23 年５月 20 日付「過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ」に

おいて、過年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平成 20 年５月 14 日付「平成 20 年

３月期 決算短信」の一部訂正について添付のとおりお知らせいたします。 

 

 なお、訂正前と訂正後をそれぞれ記載し、訂正箇所には下線＿＿を付して表示しております。 

 

 

以上 
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1. 平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 

 
  

 

 

 
  

平成20年３月期 決算短信

(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績

（訂正前）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 1,131 △46.6 △310 ― △328 ― △1,004 ―

19年３月期 2,118 ― 171 ― 155 ― 73 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 △86,367 84 ― ― △144.1 △23.5 △27.4

19年３月期 6,339 08 6,118 42 ― ― 8.1

(参考) 持分法投資損益 20年３月期 △0百万円 19年３月期 △0百万円

（訂正後）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 1,131 △39.5 △236 ― △254 ― △752 ―

19年３月期 1,870 ― △80 ― △97 ― △179 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 △64,665 29 ― ― △132.3 △20.1 △20.9

19年３月期 △15,455 74 ― ― ― ― ―

(参考) 持分法投資損益 20年３月期 △0百万円 19年３月期 △0百万円

(2) 連結財政状態

（訂正前）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 824 335 34.5 19,038 61

19年３月期 1,971 1,109 56.0 94,789 57

(参考) 自己資本 20年３月期 284百万円 19年３月期 1,103百万円

（訂正後）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 824 335 34.5 19,038 61

19年３月期 1,711 857 49.7 73,108 30

(参考) 自己資本 20年３月期 284百万円 19年３月期 851百万円
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(3) 連結キャッシュ・フローの状況

（訂正前）

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 165 △463 214 434

19年３月期 △27 △285 272 517

（訂正後）

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 △34 △263 214 434

19年３月期 △27 △285 272 517
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1. 20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

 

 
  

 
  

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

（訂正前） 

 

 
  

（訂正後） 

 

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績

（訂正前）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 669 △64.0 △372 ― △391 ― △1,033 ―

19年３月期 1,863 4.2 75 △61.8 69 △61.3 30 △71.0

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年３月期 △88,849 77 ― ―

19年３月期 2,649 42 2,557 20

（訂正後）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 669 △58.5 △299 ― △318 ― △781 ―

19年３月期 1,615 △9.7 △177 ― △182 ― △221 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年３月期 △67,147 21 ― ―

19年３月期 △19,145 40 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 783 209 26.7 13,989 33

19年３月期 1,877 1,061 56.5 91,119 13

(参考) 自己資本 20年３月期 209百万円 19年３月期 1,061百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 783 209 26.7 13,989 33

19年３月期 1,617 808 50.0 69,437 87

(参考) 自己資本 20年３月期 209百万円 19年３月期 808百万円
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（訂正前） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期には米国住宅市場の大幅調整等による米国経済の減速

懸念や、加えて原油価格・原材料などの高騰や個人消費の伸び悩みなどの懸念材料があり、下半期には

輸出企業における為替の影響等により、企業収益の改善や設備投資に減速感がみられるなど、景気回復

は停滞状態となってきました。 

 広告業界については「2007年（平成19年）日本の広告費」（株式会社電通）によりますと、日本経済

の景気回復を背景に、2007年の総広告費は7兆0,191億円、前年比101.1％と前年から微増となりまし

た。 

こうした環境の中、当社は顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極的に推進

してまいりました。主な実績としましては、企業アライアンスを主軸とした新規クライアント（出版会

社等）との取引が成立し、さらに継続受注しておりますエステティックサロンの広告販促支援等を中心

に取り組んでまいりました。 

 セールスプロデュース事業につきましては、年々案件の規模が大きくなってきております。そのた

め、企画段階から成約に至るまでのプロセスが長期にわたるプロジェクトが多くなり、またクライアン

トとの調整の遅れなどから企画倒れとなる案件が発生し、中間期末に続き、本決算でも持ち越し案件が

発生したため、売上、利益とも未達成に終わりました。 

 また、本社の固定資産、セールスプロモーション業務に関する販売権とソフトウェアにつきまして

は、将来の回収可能性を検討した結果、当期末において減損損失（321百万円）を致しました。さら

に、業務提携に伴う株式の持合で保有する有価証券の時価が著しく下落したものならびにベンチャー企

業に対して投資している有価証券の評価額が著しく低下したため、投資有価証券評価損（259百万円）

を計上致しました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は1,131,293千円（前連結会計年度比46.6％減）、営業損失は

310,074千円（前連結会計年度は171,654千円の営業利益）、経常損失は328,287千円（前連結会計年度

は155,370千円の経常利益）、当期純損失は1,004,853千円（前連結会計年度は73,440千円の当期純利

益）となりました。 

次期の見通しにつきましては、連結売上高1,200,000千円、連結営業利益70,000千円、連結経常利益

50,000千円、連結当期純利益10,000千円を見込んでおります。 

  

１ 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（訂正後） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期には米国住宅市場の大幅調整等による米国経済の減速

懸念や、加えて原油価格・原材料などの高騰や個人消費の伸び悩みなどの懸念材料があり、下半期には

輸出企業における為替の影響等により、企業収益の改善や設備投資に減速感がみられるなど、景気回復

は停滞状態となってきました。 

広告業界については「2007年（平成19年）日本の広告費」（株式会社電通）によりますと、日本経済

の景気回復を背景に、2007年の総広告費は7兆0,191億円、前年比101.1％と前年から微増となりまし

た。 

こうした環境の中、当社は顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極的に推進

してまいりました。主な実績としましては、企業アライアンスを主軸とした新規クライアント（出版会

社等）との取引が成立し、さらに継続受注しておりますエステティックサロンの広告販促支援等を中心

に取り組んでまいりました。 

セールスプロデュース事業につきましては、年々案件の規模が大きくなってきております。そのた

め、企画段階から成約に至るまでのプロセスが長期にわたるプロジェクトが多くなり、またクライアン

トとの調整の遅れなどから企画倒れとなる案件が発生し、中間期末に続き、本決算でも持ち越し案件が

発生したため、売上、利益とも未達成に終わりました。 

また、本社の固定資産、セールスプロモーション業務に関する販売権につきましては、将来の回収可

能性を検討した結果、当期末において減損損失（184百万円）を致しました。さらに、業務提携に伴う

株式の持合で保有する有価証券の時価が著しく下落したため、投資有価証券評価損（217百万円）を計

上致しました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は1,131,293千円（前連結会計年度比39.5％減）、営業損失は

236,508千円（前連結会計年度は80,845千円の営業損失）、経常損失は254,721千円（前連結会計年度は

97,129千円の経常損失）、当期純損失は752,353千円（前連結会計年度は179,059千円の当期純損失）と

なりました。 
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（訂正前）  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 平成19年3月期より連結会計年度よりはじめて連結財務諸表を作成しているので、平成18年3月期以 

  前の関連指標は個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書に基づくものであります。 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

   を使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

   全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息 

   の支払額」を使用しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率については、当社株式が非上場で 

   あったため、記載しておりません。                              

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについ 

   ては、有利子負債が存在しないため、記載しておりません。  

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、利払いが０ 

   のため記載しておりません。 

※ 平成18年３月期及び平成19年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについ 

   ては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。  

  

(2) 財政状態に関する分析

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 45.7 47.5 68.7 56.0 34.5

時価ベースの自己資本比率 ― ― 279.0 244.5 65.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― ― 1.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― ― ― 24.6
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（訂正後）  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 平成19年3月期より連結会計年度よりはじめて連結財務諸表を作成しているので、平成18年3月期以 

  前の関連指標は個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書に基づくものであります。 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

   を使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

   全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息 

   の支払額」を使用しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率については、当社株式が非上場で 

   あったため、記載しておりません。                               

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについ 

   ては、有利子負債が存在しないため、記載しておりません。  

※ 平成16年３月期及び平成17年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、利払いが０ 

   のため記載しておりません。 

※ 平成18年３月、平成19年３月期及び平成20年3月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・

レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。  

  

  

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 45.7 47.5 68.7 49.7 34.5

時価ベースの自己資本比率 ― ― 279.0 281.7 65.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― ― ― ―
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 （訂正前） 

 
  

４ 連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

前連結会計年度 

(平成19年３月31日)

当連結会計年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 517,810 434,782

 ２ 受取手形及び売掛金 849,763 163,071

 ３ たな卸資産 117,149 7,442

 ４ 繰延税金資産 23,917 ―

 ５ その他 64,399 44,978

   貸倒引当金 △38,625 △13,708

   流動資産合計 1,534,415 77.8 636,567 77.2 △897,848

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 19,640 6,205

    減価償却累計額 △2,892 16,747 △4,747 1,457

  (2) 工具器具備品 13,352 16,518

    減価償却累計額 △5,833 7,519 △10,106 6,412

   有形固定資産合計 24,267 1.2 7,870 1.0 △16,396

 ２ 無形固定資産

  (1) 販売権仮勘定 100,000 ―

  (2) その他 28,874 29,101

   無形固定資産合計 128,874 6.6 29,101 3.5 △99,772

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 187,602 118,741

  (2) 長期貸付金 20,300 13,430

  (3) 繰延税金資産 23,547 ―

  (4) 長期営業債権 ― 242,675

  (5) その他 127,635 32,189

   貸倒引当金 △74,682 △255,665

   投資その他の資産合計 284,402 14.4 151,370 18.3 △133,032

   固定資産合計 437,544 22.2 188,342 22.8 △249,201

   資産合計 1,971,960 100.0 824,909 100.0 △1,147,050
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前連結会計年度 

(平成19年３月31日)

当連結会計年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 481,633 137,665

 ２ 短期借入金 ※2 100,000 42,500

 ３ 一年以内返済予定の 

   長期借入金
※2 30,000 67,200

 ４ 未払法人税等 72,690 ―

 ５ 賞与引当金 ― 3,674

 ６ その他 58,029 103,800

   流動負債合計 742,353 37.6 354,840 43.0 △387,513

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 120,000 134,200

   固定負債合計 120,000 6.1 134,200 16.3 14,200

   負債合計 862,353 43.7 489,040 59.3 △373,313

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 326,600 16.5 430,790 52.2

 ２ 資本剰余金 435,750 22.1 539,940 65.4

 ３ 利益剰余金 342,329 17.4 △658,603 △79.8

 ４ 自己株式 ― ― △27,290 △3.3

   株主資本合計 1,104,679 56.0 284,836 34.5 △819,842

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 

   差額金
△760 ―

   評価・換算差額等合計 △760 △0.0 ― ― 760

Ⅲ 少数株主持分 5,687 0.3 51,032 6.2 45,345

   純資産合計 1,109,606 56.3 335,869 40.7 △773,737

   負債純資産合計 1,971,960 100.0 824,909 100.0 △1,147,050

－10－



  
 （訂正後） 

 
  

前連結会計年度 

(平成19年３月31日)

当連結会計年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 517,810 434,782

 ２ 受取手形及び売掛金 589,363 163,071

 ３ たな卸資産 117,149 7,442

 ４ 繰延税金資産 23,917 ―

 ５ その他 64,399 44,978

   貸倒引当金 △38,625 △13,708

   流動資産合計 1,274,015 74.4 636,567 77.2 △637,448

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 19,640 6,205

    減価償却累計額 △2,892 16,747 △4,747 1,457

  (2) 工具器具備品 13,352 16,518

    減価償却累計額 △5,833 7,519 △10,106 6,412

   有形固定資産合計 24,267 1.4 7,870 1.0 △16,396

 ２ 無形固定資産

  (1) 販売権仮勘定 100,000 ―

  (2) その他 28,874 29,101

   無形固定資産合計 128,874 7.5 29,101 3.5 △99,772

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 187,602 118,741

  (2) 長期貸付金 20,300 13,430

  (3) 繰延税金資産 23,547 ―

  (4) 長期営業債権 ― 190,175

  (5) その他 127,635 32,189

   貸倒引当金 △74,682 △203,165

   投資その他の資産合計 284,402 16.6 151,370 18.3 △133,032

   固定資産合計 437,544 25.6 188,342 22.8 △249,201

   資産合計 1,711,560 100.0 824,909 100.0 △886,651

－11－



 

  

前連結会計年度 

(平成19年３月31日)

当連結会計年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 481,633 137,665

 ２ 短期借入金 ※2 100,000 42,500

 ３ 一年以内返済予定の 

   長期借入金
※2 30,000 67,200

 ４ 未払法人税等 72,690 ―

 ５ 賞与引当金 ― 3,674

 ６ その他 50,129 103,800

   流動負債合計 734,453 42.9 354,840 43.0 △379,613

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 120,000 134,200

   固定負債合計 120,000 7.0 134,200 16.3 14,200

   負債合計 854,453 49.9 489,040 59.3 △365,413

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 326,600 19.0 430,790 52.2

 ２ 資本剰余金 435,750 25.5 539,940 65.4

 ３ 利益剰余金 89,829 5.3 △658,603 △79.8

 ４ 自己株式 ― ― △27,290 △3.3

   株主資本合計 852,179 49.8 284,836 34.5 △567,343

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 

   差額金
△760 ―

   評価・換算差額等合計 △760 △0.0 ― ― 760

Ⅲ 少数株主持分 5,687 0.3 51,032 6.2 45,345

   純資産合計 857,106 50.1 335,869 40.7 △521,237

   負債純資産合計 1,711,560 100.0 824,909 100.0 △886,651

－12－



 （訂正前） 

 
  

(2) 連結損益計算書

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 2,118,653 100.0 1,131,293 100.0 △987,360

Ⅱ 売上原価 1,512,652 71.4 840,975 74.3 △671,676

  売上総利益 606,001 28.6 290,317 25.7 △315,683

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 79,100 83,550

 ２ 給与手当 91,832 85,650

 ３ 賞与引当金繰入額 ― 690

 ４ 貸倒引当金繰入額 87,512 164,404

 ５ その他 175,902 434,347 20.5 266,097 600,392 53.1 166,045

   営業利益又は損失 

   (△は損失)
171,654 8.1 △310,074 △27.4 △481,728

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,201 1,867

 ２ 受取配当金 ― 3,347

 ３ 消費税等還付金 ― 2,334

 ４ 雑収入 1,318 2,520 0.1 1,418 8,967 0.8 6,447

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,202 6,932

 ２ 持分法による投資損失 539 660

 ３ 貸倒引当金繰入額 5,367 9,297

 ４ 創立費 3,522 ―

 ５ 保険解約損 ― 9,280

 ６ 雑損失 8,171 18,803 0.9 1,010 27,180 2.4 8,376

   経常利益又は損失 

   (△は損失)
155,370 7.3 △328,287 △29.0 △483,658

－13－



 
  

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ― ― ― 23,000 23,000 2.0 23,000

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※１ 17 ―

 ２ 投資有価証券評価損 ― 259,853

 ３ 関係会社株式売却損 ― 11,130

 ４ 固定資産売却損 ※２ ― 6

 ５ 減損損失 ※３ ― 321,638

 ６ 訴訟和解金 ― 5,000

 ７ 原状回復費用 ― 7,560

 ８ 商品評価損 ― 3,280

 ９ 貸倒引当金繰入額 17,500 17,517 0.8 ― 608,469 53.8 590,952

   税金等調整前当期純利益 

   又は損失(△は損失)
137,853 6.5 △913,757 △80.8 △1,051,611

   法人税、住民税 

   及び事業税
109,131 25,986

   過年度法人税、住民税 

   及び事業税
― 13,380

   法人税等調整額 △35,905 73,225 3.4 50,776 90,144 8.0 16,918

   少数株主利益又は損失 

   (△は利益)
8,812 0.4 △951 △0.0 9,763

   当期純利益又は損失 

   (△は損失)
73,440 3.5 △1,004,853 △88.8 △1,078,293

－14－



  
 （訂正後） 

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 1,870,653 100.0 1,131,293 100.0 △739,360

Ⅱ 売上原価 1,512,652 80.9 840,975 74.3 △671,676

  売上総利益 358,001 19.1 290,317 25.7 △67,684

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 79,100 83,550

 ２ 給与手当 91,832 85,650

 ３ 賞与引当金繰入額 ― 690

 ４ 貸倒引当金繰入額 87,512 111,904

 ５ その他 180,402 438,847 23.4 245,030 526,826 46.6 87,979

   営業利益又は損失 

   (△は損失)
△80,845 △4.3 △236,508 △20.9 △155,663

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,201 1,867

 ２ 受取配当金 ― 3,347

 ３ 消費税等還付金 ― 2,334

 ４ 雑収入 1,318 2,520 0.1 1,418 8,967 0.8 6,447

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,202 6,932

 ２ 持分法による投資損失 539 660

 ３ 貸倒引当金繰入額 5,367 9,297

 ４ 創立費 3,522 ―

 ５ 保険解約損 ― 9,280

 ６ 雑損失 8,171 18,803 1.0 1,010 27,180 2.4 8,376

   経常利益又は損失 

   (△は損失)
△97,129 △5.2 △254,721 △22.5 △157,592

－15－



  
  

 
  

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ― ― ― 23,000 23,000 2.0 23,000

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※１ 17 ―

 ２ 投資有価証券評価損 ― 217,853

 ３ 関係会社株式売却損 ― 11,130

 ４ 固定資産売却損 ※２ ― 6

 ５ 減損損失 ※３ ― 184,705

 ６ 訴訟和解金 ― 5,000

 ７ 原状回復費用 ― 7,560

 ８ 商品評価損 ― 3,280

 ９ 貸倒引当金繰入額 17,500 17,517 0.9 ― 429,536 38.0 412,018

   税金等調整前当期純利益 

   又は損失(△は損失)
△114,646 △6.1 △661,257 △58.5 △546,611

   法人税、住民税 

   及び事業税
109,131 25,986

   過年度法人税、住民税 

   及び事業税
― 13,380

   法人税等調整額 △35,905 73,225 3.9 50,776 90,144 8.0 16,918

   少数株主利益又は損失 

   (△は利益)
8,812 0.4 △951 △0.0 9,763

   当期純利益又は損失 

   (△は損失)
△179,059 △9.6 △752,353 △66.5 △573,294

－16－



（訂正前） 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

(3) 連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 268,889 1,023,289

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,975 3,975 ― 7,950

 当期純利益 ― ― 73,440 73,440

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

3,975 3,975 73,440 81,390

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 342,329 1,104,679

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― ― 1,023,289

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 7,950

 当期純利益 ― ― ― 73,440

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△760 △760 5,687 4,926

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△760 △760 5,687 86,317

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 1,109,606

－17－



  
（訂正後） 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 268,889 1,023,289

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,975 3,975 ― 7,950

 当期純損失 ― ― △179,059 △179,059

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

3,975 3,975 △179,059 △171,109

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 89,829 852,179

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― ― 1,023,289

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 7,950

 当期純損失 ― ― ― △179,059

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△760 △760 5,687 4,926

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△760 △760 5,687 △166,183

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 857,106

－18－



  
（訂正前） 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 342,329 ― 1,104,679

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 104,190 104,190 ― ― 208,380

 当期純利益 ― ― △1,004,853 ― △1,004,853

 連結子会社株式の売却 ― ― 3,920 ― 3,920

 自己株式の取得 ― ― ― △27,290 △27,290

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

104,190 104,190 △1,000,932 △27,290 △819,842

平成20年３月31日残高(千円) 430,790 539,940 △658,603 △27,290 284,836

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 1,109,606

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 208,380

 当期純利益 ― ― ― △1,004,853

 連結子会社株式の売却 ― ― ― 3,920

 自己株式の取得 ― ― ― △27,290

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

760 760 45,345 46,105

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

760 760 45,345 △773,737

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 51,032 335,869

－19－



  
（訂正後） 

当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
  

 
  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 89,829 ― 852,179

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 104,190 104,190 ― ― 208,380

 当期純損失 ― ― △752,353 ― △752,353

 連結子会社株式の売却 ― ― 3,920 ― 3,920

 自己株式の取得 ― ― ― △27,290 △27,290

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

104,190 104,190 △748,433 △27,290 △567,343

平成20年３月31日残高(千円) 430,790 539,940 △658,603 △27,290 284,836

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 857,106

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― 208,380

 当期純損失 ― ― ― △752,353

 連結子会社株式の売却 ― ― ― 3,920

 自己株式の取得 ― ― ― △27,290

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

760 760 45,345 46,105

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

760 760 45,345 △521,238

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 51,032 335,869

－20－



 （訂正前） 

 
  

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益又は損失 

      (△は損失)
137,853 △913,757

   減価償却費 10,636 63,872

   貸倒引当金の増加額 110,379 156,065

   賞与引当金の増加額 ― 3,674

   受取利息及び受取配当金 △1,201 △5,214

   支払利息 1,202 6,932

   持分法による投資損失 539 660

   保険解約損 ― 9,280

   前期損益修正益 ― △23,000

   有形固定資産除却損 17 ―

   投資有価証券評価損 ― 259,853

   関係会社株式売却損 ― 11,130

   有形固定資産売却損 ― 6

   減損損失 ― 321,638

   訴訟和解金 ― 5,000

   商品評価損 ― 3,280

   原状回復費用 ― 7,560

   売上債権の増減額(△は増加) △411,225 513,066

   たな卸資産の減少額 76,763 106,426

      未収消費税等の増加額 ― △22,144

   その他流動資産の減少額 32,117 33,129

   仕入債務の増減額(△は減少) 128,903 △320,968

   未払消費税等の増減額(△は減少) 20,227 △12,065

   その他流動負債の増減額(△は減少) △4,754 30,685

   その他 △20,264 24,917

    小計 81,195 260,028 178,833

   利息及び配当金の受取額 1,201 4,838

   利息の支払額 △2,328 △6,711

   訴訟和解金の支払額 ― △3,000

   法人税等の支払額 △107,140 △89,731

   営業活動によるキャッシュ・フロー △27,070 165,424 192,495
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前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △8,325 △3,629

   有形固定資産の売却による収入 ― 21

   無形固定資産の取得による支出 △123,961 △270,262

   投資有価証券の取得による支出 △139,324 △188,632

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

      売却による支出
― △8,406

   出資金の払込による支出 △10 ―

   短期貸付けによる支出 △14,500 △2,400

   短期貸付金の回収による収入 4,000 18,206

   長期貸付けによる支出 △4,800 △600

   長期貸付金の回収による収入 ― 300

   敷金・保証金の差入による支出 △6,000 △8,251

   敷金・保証金の返還による収入 7,704 210

   投資活動によるキャッシュ・フロー △285,216 △463,442 △178,225

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 200,000 42,500

   短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

   長期借入れによる収入 150,000 100,000

   長期借入金の返済による支出 ― △48,600

   株式の発行による収入 7,950 208,380

   自己株式の取得による支出 ― △27,290

   少数株主への持分売却による収入 ― 40,000

   少数株主の払込による収入 14,500 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー 272,450 214,990 △57,460

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △39,837 △83,028 △43,190

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 557,648 517,810 △39,837

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 517,810 434,782 △83,028
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 （訂正後） 

 
  

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益又は損失 

      (△は損失)
△114,646 △661,257

   減価償却費 10,636 42,806

   貸倒引当金の増加額 110,379 103,565

   賞与引当金の増加額 ― 3,674

   受取利息及び受取配当金 △1,201 △5,214

   支払利息 1,202 6,932

   持分法による投資損失 539 660

   保険解約損 ― 9,280

   前期損益修正益 ― △23,000

   有形固定資産除却損 17 ―

   投資有価証券評価損 ― 217,853

   関係会社株式売却損 ― 11,130

   有形固定資産売却損 ― 6

   減損損失 ― 184,705

   訴訟和解金 ― 5,000

   商品評価損 ― 3,280

   原状回復費用 ― 7,560

   売上債権の増減額(△は増加) △150,825 305,166

   たな卸資産の減少額 76,763 106,426

      未収消費税等の増加額 ― △22,144

   その他流動資産の減少額 32,117 33,129

   仕入債務の増減額(△は減少) 128,903 △320,968

   未払消費税等の増減額(△は減少) 12,327 △4,165

   その他流動負債の増減額(△は減少) △4,754 30,685

   その他 △20,264 24,917

    小計 81,195 60,028 △21,167

   利息及び配当金の受取額 1,201 4,838

   利息の支払額 △2,328 △6,711

   訴訟和解金の支払額 ― △3,000

   法人税等の支払額 △107,140 △89,731

   営業活動によるキャッシュ・フロー △27,070 △34,575 △7,505

－23－



前連結会計年度

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △8,325 △3,629

   有形固定資産の売却による収入 ― 21

   無形固定資産の取得による支出 △123,961 △112,262

   投資有価証券の取得による支出 △139,324 △146,632

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の 

      売却による支出
― △8,406

   出資金の払込による支出 △10 ―

   短期貸付けによる支出 △14,500 △2,400

   短期貸付金の回収による収入 4,000 18,206

   長期貸付けによる支出 △4,800 △600

   長期貸付金の回収による収入 ― 300

   敷金・保証金の差入による支出 △6,000 △8,251

   敷金・保証金の返還による収入 7,704 210

   投資活動によるキャッシュ・フロー △285,216 △263,442 21,774

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 200,000 42,500

   短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

   長期借入れによる収入 150,000 100,000

   長期借入金の返済による支出 ― △48,600

   株式の発行による収入 7,950 208,380

   自己株式の取得による支出 ― △27,290

   少数株主への持分売却による収入 ― 40,000

   少数株主の払込による収入 14,500 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー 272,450 214,990 △57,460

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △39,837 △83,028 △43,190

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 557,648 517,810 △39,837

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 517,810 434,782 △83,028
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 （訂正前） 

 
  

(5) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

―――――

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失310,074千円、経常損失328,287千円、当期純損失

1,004,853千円を計上いたしました。  

当該状況により、当社グループには継続事業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。  

当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策を

実施してまいります。  

１． グループ中長期事業計画の再構築  

子会社を含め3社による事業シナジーの明確化や対顧客

戦略の共有化など、グループ戦略会議の開催にて情報

の共有と営業の協力体制を強化します。 

また、既存の広告メディアを集約して、新規メディア

として再構築することによるプロデュース事業、ベン

チャー企業を中心にIPOを目指した事業の創造を行い多

角的に支援することにより、当社グループに取り込み

事業シナジー効果をあげて、損益の黒字化を達成いた

します。 

２． 財務体質の改善  

  当社グループは、セールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジ

ネスモデルはありませんでした。今後は前記１のよう

にグループ化への囲い込みのための資金や新たに参入

する事業への資金投入が不可欠であると考えておりま

す。そのために現在、第三者割当増資による資金調達

を準備しており、積極的に事業展開を行ってゆくと同

時に財務基盤の強化を図ってゆく所存です。  

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を反映しておりません。 
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 （訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

―――――

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失236,508千円、経常損失254,721千円、当期純損失

752,353千円を計上いたしました。  

当該状況により、当社グループには継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。  

当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策を

実施してまいります。  

１． グループ中長期事業計画の再構築  

 当社グループは、子会社を含め３社による事業シナ

ジーの明確化や対顧客戦略の共有化など、情報の共有

と営業の協力体制を強化し、流通事業会社からのプロ

デュース案件や、フードサービス企業、アパレル企

業、食品メーカー企業などの細分化・多様化するクラ

イアントニーズに対応できる体制に早期再編成を行い

業務の効率化を図ってまいります。さらにアライアン

スパートナー企業との連携を強化し、収益の拡大等に

努めることにより黒字化を図る予定です。 

２． 財務体質の改善  

  当社は、これまではセールスプロデュースが主力で

あり、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビ

ジネスモデルではありませんでした。しかし、多様化

するクライアントニーズへの対応に向けて、新たに参

入する事業や事業のプロジェクト化への資金投入が不

可欠であると考えております。そのために現在、新た

な資金調達の検討を行っております。今後とも積極的

に新規クライアントとの事業展開を推進すると同時

に、財務基盤の強化を図ってゆく予定です。 

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を反映しておりません。  
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 （訂正前） 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 17千円

 １ ―――――――

 ２ ――――――― ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 6千円

 ３ ―――――――

 

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物及び構築物 

ソフトウェア 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては経営管理上の事業区分を基準としてグルーピン

グを行っており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

   当連結会計年度において、急速な事業環境変化に

より業績が悪化したセールスプロデュース事業に係

る資産グループ、及び事業の用に供していない資産

グループの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（321,638千円）として特別

損失に計上いたしました。

   その内訳は、建物及び構築物13,435千円、ソフト

ウェア136,933千円、販売権171,269千円でありま

す。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。 
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 （訂正後） 

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 17千円

 １ ―――――――

 ２ ――――――― ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 6千円

 ３ ―――――――

 

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては経営管理上の事業区分を基準としてグルーピン

グを行っており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

   当連結会計年度において、急速な事業環境変化に

より業績が悪化したセールスプロデュース事業に係

る資産グループ、及び事業の用に供していない資産

グループの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（184,705千円）として特別

損失に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、販売権171,269千

円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。 
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（訂正前） 

 当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

役員が議決権の過半数を自己の計算において所有する会社等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈲NLキャピタルとの株式消費貸借契約の取引条件は、契約日における貸付株式の市場価格を勘案し双方協議の上

決定しております。 

２ ㈱エシックスとの取引条件は、市場価格を勘案し双方協議の上決定しております。 

３ ㈱エシックスは、当社の取締役であった川尻明克が代表取締役であり、かつ持分の77.8％を支配する会社であり

ます。なお、川尻明克は、平成19年10月17日をもって、当社の取締役を辞任しており関連当事者に該当しなくな

りました。従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった

時点のものを記載しております。 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

  

(関連当事者との取引)

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の 

兼任等
事業上 
の関係

役員が議決
権の過半数
を自己の計
算において
所有する会
社

㈲NLキ

ャピタ

ル

東京都 

新宿区 

 

3,000 持分の所有
被所有 

直接 4.4

兼任 

 １人

当社の主

要株主

株式消費貸

借契約
117,081 ― ―

役員が議決
権の過半数
を自己の計
算において
所有する会
社

㈱エシ

ックス

東京都 

港区 

 

258,940

ビジネスモ

デリング事

業

―
兼任 

 なし

事業提携

先

長期営業債

権の代物弁

済

158,000
長期営業

債権
106,975
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（訂正後） 

 当連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

役員が議決権の過半数を自己の計算において所有する会社等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈲NLキャピタルとの株式消費貸借契約の取引条件は、契約日における貸付株式の市場価格を勘案し双方協議の上

決定しております。 

２ ㈱エシックスとの取引条件は、市場価格を勘案し双方協議の上決定しております。 

３ ㈱エシックスは、当社の取締役であった川尻明克が代表取締役であり、かつ持分の77.8％を支配する会社であり

ます。なお、川尻明克は、平成19年10月17日をもって、当社の取締役を辞任しており関連当事者に該当しなくな

りました。従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった

時点のものを記載しております。 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の 

兼任等
事業上 
の関係

役員が議決
権の過半数
を自己の計
算において
所有する会
社

㈲NLキ

ャピタ

ル

東京都 

新宿区 

 

3,000 持分の所有
被所有 

直接 4.4

兼任 

 １人

当社の主

要株主

株式消費貸

借契約
117,081 ― ―

役員が議決
権の過半数
を自己の計
算において
所有する会
社

㈱エシ

ックス

東京都 

港区 

 

258,940

ビジネスモ

デリング事

業

―
兼任 

 なし

事業提携

先

ソフトウェ

アの譲受け
0

長期営業

債権
106,975
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（訂正前） 

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 3,214千円

貸倒引当金繰入限度超過額 45,167

未払事業税否認 5,587

法定福利費否認 393

税務上の繰越欠損金 2,721

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産小計 57,605

評価性引当額 △9,841

繰延税金資産合計 47,763

 (繰延税金負債)

未実現損益の消去 △298千円

繰延税金負債合計 △298

繰延税金資産の純額 47,465

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 1,214千円

貸倒引当金繰入限度超過額 109,601

未払事業税否認 445

法定福利費否認 142

減価償却限度超過額 8,626

減損損失 130,874

投資有価証券評価損否認 105,734

関係会社株式評価損否認 1,063

税務上の繰越欠損金 100,511

その他 3,391

繰延税金資産小計 461,605

評価性引当額 △461,605

繰延税金資産合計 ―

繰延税金資産の純額 ―

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2

留保金課税 2.2

住民税均等割等 0.4

持分法適用に伴う投資損失 0.2

評価性引当額の増減 7.1

その他 1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.1％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
  税金等調整前当期純損失が計上されているため

  記載を省略しております。
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（訂正後） 

 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

当連結会計年度 
(平成20年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 3,214千円

貸倒引当金繰入限度超過額 45,167

未払事業税否認 5,587

法定福利費否認 393

税務上の繰越欠損金 2,721

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産小計 57,605

評価性引当額 △9,841

繰延税金資産合計 47,763

 (繰延税金負債)

未実現損益の消去 △298千円

繰延税金負債合計 △298

繰延税金資産の純額 47,465

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 1,214千円

貸倒引当金繰入限度超過額 109,601

未払事業税否認 445

法定福利費否認 142

減価償却限度超過額 8,626

減損損失 130,874

投資有価証券評価損否認 105,734

関係会社株式評価損否認 1,063

税務上の繰越欠損金 100,511

その他 3,391

繰延税金資産小計 461,605

評価性引当額 △461,605

繰延税金資産合計 ―

繰延税金資産の純額 ―

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
 税金等調整前当期純損失が計上されているため
記載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
税金等調整前当期純損失が計上されているため

記載を省略しております。
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 （訂正前） 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 94,789円57銭 19,038円61銭

１株当たり当期純利益又は損失 
(△は損失)

6,339円08銭 △86,367円84銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

6,118円42銭
  
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,109,606 335,869

普通株式に係る純資産額(千円) 1,103,919 284,836

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分

 

5,687 51,032

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

11,646 14,961

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益又は損失

 連結損益計算書上の当期純利益又は損失
  (△は損失) (千円)

73,440 △1,004,853

 普通株式に係る当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

73,440 △1,004,853

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数（株） 417 ―

 (うち新株予約権)(株) (417) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

― ―
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 （訂正後） 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

項目
前連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 73,108円30銭 19,038円61銭

１株当たり当期純損失 15,455円74銭 64,665円29銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前連結会計年度

平成19年３月31日
当連結会計年度

平成20年３月31日

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 857,106 335,869

普通株式に係る純資産額(千円) 851,419 284,836

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分

 

5,687 51,032

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

11,646 14,961

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

 １株当たり当期純利益又は損失

 連結損益計算書上の当期純損失 (千円) 179,059 752,353

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 179,059 752,353

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数（株） 417 ―

 (うち新株予約権)(株) (417) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

―
新株予約権３種類
（株式の数 284株）
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 （訂正前） 

５ 個別財務諸表

(1) 貸借対照表

前事業年度 

(平成19年３月31日)

当事業年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 140,143 194,053

 ２ 受取手形 ― 2,919

 ３ 売掛金 821,599 104,895

 ４ 商品 110,833 ―

 ５ 仕掛品 4,257 ―

 ６ 貯蔵品 703 790

 ７ 前払費用 6,477 1,893

 ８ 繰延税金資産 18,938 ―

 ９ 短期貸付金 25,000 15,963

 10 立替金 587 ―

 11 預け金 30,359 ―

 12 未収消費税等 ― 22,144

 13 その他 502 3,298

   貸倒引当金 △39,138 △14,397

   流動資産合計 1,120,263 59.7 331,560 42.3 △788,703

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 17,764 4,328

    減価償却累計額 △2,715 15,048 △4,328 ―

  (2) 工具器具備品 5,134 3,541

    減価償却累計額 △3,792 1,342 △3,024 516

   有形固定資産合計 16,391 0.9 516 0.1 △15,874

 ２ 無形固定資産

  (1) 販売権仮勘定 100,000 ―

  (2) ソフトウェア 7,645 5,658

  (3) 電話加入権 85 85

   無形固定資産合計 107,731 5.7 5,743 0.7 △101,987

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 ※2 186,942 118,741

 (2) 関係会社株式 356,079 300,000

 (3) 出資金 10 10

 (4) 長期貸付金 15,500 8,990

 (5) 破産更生債権等 136 ―

 (6) 長期前払費用 80 ―

 (7) 繰延税金資産 27,512 ―

 (8) 敷金保証金 18,568 26,609

 (9) 保険積立金 16,480 ―

 (10) 長期営業債権 69,050 242,675

  貸倒引当金 △57,182 △251,665

  投資その他の資産合計 633,176 33.7 445,360 56.9 △187,815

  固定資産合計 757,299 40.3 451,621 57.7 △305,678

  資産合計 1,877,563 100.0 783,181 100.0 △1,094,382
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前事業年度 

(平成19年３月31日)

当事業年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 462,298 95,469

 ２ 短期借入金 ※1,2 140,000 212,761

 ３ 一年以内返済予定の長期 

   借入金
※2 30,000 67,200

 ４ 未払金 8,042 27,862

 ５ 未払費用 12.584 20,451

 ６ 未払法人税等 26,898 9,651

 ７ 未払消費税等 13,761 ―

 ８ 前受金 ― 2,264

 ９ 預り金 2,804 1,653

 10 賞与引当金 ― 2,372

   流動負債合計 696,389 37.1 439,686 56.2 △256,702

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 120,000 134,200

   固定負債合計 120,000 6.4 134,200 17.1 14,200

   負債合計 816,389 43.5 573,886 73.3 △242,502

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 326,600 17.4 430,790 55.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 435,750 539,940

   資本剰余金合計 435,750 23.2 539,940 68.9

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 299,583 △734,145

    利益剰余金合計 299,583 16.0 △734,145 △93.7

 ４ 自己株式 ― ― △27,290 △3.5

   株主資本合計 1,061,933 56.6 209,294 26.7 △852,639

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 

   差額金
△760 ― ―

   評価・換算差額等合計 △760 △0.1 ― ― 760

   純資産合計 1,061,173 56.5 209,294 26.7 △851,879

   負債純資産合計 1,877,563 100.0 783,181 100.0 △1,094,382
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 （訂正後） 

前事業年度 

(平成19年３月31日)

当事業年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 140,143 194,053

 ２ 受取手形 ― 2,919

 ３ 売掛金 561,199 104,895

 ４ 商品 110,833 ―

 ５ 仕掛品 4,257 ―

 ６ 貯蔵品 703 790

 ７ 前払費用 6,477 1,893

 ８ 繰延税金資産 18,938 ―

 ９ 短期貸付金 25,000 15,963

 10 立替金 587 ―

 11 預け金 30,359 ―

 12 未収消費税等 ― 22,144

 13 その他 502 3,298

   貸倒引当金 △39,138 △14,397

   流動資産合計 859,863 53.2 331,560 42.3 △528,303

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 17,764 4,328

    減価償却累計額 △2,715 15,048 △4,328 ―

  (2) 工具器具備品 5,134 3,541

    減価償却累計額 △3,792 1,342 △3,024 516

   有形固定資産合計 16,391 1.0 516 0.1 △15,874

 ２ 無形固定資産

  (1) 販売権仮勘定 100,000 ―

  (2) ソフトウェア 7,645 5,658

  (3) 電話加入権 85 85

   無形固定資産合計 107,731 6.7 5,743 0.7 △101,987

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 ※2 186,942 118,741

 (2) 関係会社株式 356,079 300,000

 (3) 出資金 10 10

 (4) 長期貸付金 15,500 8,990

 (5) 破産更生債権等 136 ―

 (6) 長期前払費用 80 ―

 (7) 繰延税金資産 27,512 ―

 (8) 敷金保証金 18,568 26,609

 (9) 保険積立金 16,480 ―

 (10) 長期営業債権 69,050 190,175

  貸倒引当金 △57,182 △199,165

  投資その他の資産合計 633,176 39.1 445,360 56.9 △187,815

  固定資産合計 757,299 46.8 451,621 57.7 △305,678

  資産合計 1,617,163 100.0 783,181 100.0 △833,982
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前事業年度 

(平成19年３月31日)

当事業年度 

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

構成比 

(％)
金額(千円)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 462,298 95,469

 ２ 短期借入金 ※1,2 140,000 212,761

 ３ 一年以内返済予定の長期 

   借入金
※2 30,000 67,200

 ４ 未払金 8,042 27,862

 ５ 未払費用 12.584 20,451

 ６ 未払法人税等 26,898 9,651

 ７ 未払消費税等 5,861 ―

 ８ 前受金 ― 2,264

 ９ 預り金 2,804 1,653

 10 賞与引当金 ― 2,372

   流動負債合計 688,489 42.6 439,686 56.2 △248,802

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 120,000 134,200

   固定負債合計 120,000 7.4 134,200 17.1 14,200

   負債合計 808,489 50.0 573,886 73.3 △234,602

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 326,600 20.2 430,790 55.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 435,750 539,940

   資本剰余金合計 435,750 27.0 539,940 68.9

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 47,083 △734,145

    利益剰余金合計 47,083 2.9 △734,145 △93.7

 ４ 自己株式 ― ― △27,290 △3.5

   株主資本合計 809,433 50.1 209,294 26.7 △600,139

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 

   差額金
△760 ― ―

   評価・換算差額等合計 △760 △0.1 ― ― 760

   純資産合計 808,673 50.0 209,294 26.7 △599,379

   負債純資産合計 1,617,163 100.0 783,181 100.0 △833,982

－39－



 （訂正前） 

 
  

(2) 損益計算書

前事業年度 

(自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 1,863,508 100.0 669,999 100.0 △1,193,509

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 ─ ─

 ２ 当期製品製造原価 1,057,997 ─

    合計 1,057,997 ─

 ３ 製品期末たな卸高 ─ ─

 ４ 製品売上原価 1,057,997

 ５ 商品期首たな卸高 174,166 110,833

 ６ 当期商品仕入高 295,500 473,663

    合計 469,666 584,497

 ７ 商品期末たな卸高 110,833 ─

 ８ 商品売上原価 358,833 1,416,830 76.0 584,497 584,497 87.2 △832,333

   売上総利益 446,678 24.0 85,502 12.8 △361,175

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 371,595 20.0 458,374 68.5 86,779

   営業利益又は損失 

   (△は損失)
75,082 4.0 △372,872 △55.7 △447,955

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,000 1,116

 ２ 受取配当金 ─ 3,347

 ３ 消費税等還付金 ─ 2,334

 ４ 雑収入 ※2 8,564 9,564 0.5 2,340 9,138 1.4 △426

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※2 1,202 12,619

 ２ 貸倒引当金繰入額 5,367 5,297

 ３ 保険解約損 ─ 9,280

 ４ 雑損失 8,166 14,737 0.8 1,010 28,207 4.2 13,470

   経常利益又は損失 

   (△は損失)
69,910 3.7 △391,940 △58.5 △461,851

－40－



 
  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ─ ─ ─ 23,000 23,000 3.4 23,000

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※3 17 ─

 ２ 投資有価証券評価損 ─ 259,853

 ３ 関係会社株式売却損 ─ 11,130

 ４ 固定資産売却損 ─ 6

 ５ 減損損失 ※4 ─ 321,638

 ６ 訴訟和解金 ─ 5,000

 ７ 原状回復費用 ─ 7,560

 ８ 関係会社株式評価損 9,420 9,437 0.5 ─ 605,188 90.3 595,751

   税引前当期純利益 

      又は損失(△は損失)
60,473 3.2 △974,129 △145.4 △1,034,602

   法人税、住民税及び 

   事業税
64,669 290

   過年度法人税、住民税 

      及び事業税
─ 13,380

   法人税等調整額 △34,890 29,778 1.6 45,928 59,599 8.9 29,820

   当期純利益又は損失 

   (△は損失)
30,694 1.6 △1,033,729 △154.3 △1,064,423

－41－



  
 （訂正後） 

 
  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅰ 売上高 1,615,508 100.0 669,999 100.0 △945,509

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 ─ ─

 ２ 当期製品製造原価 1,057,997 ─

    合計 1,057,997 ─

 ３ 製品期末たな卸高 ─ ─

 ４ 製品売上原価 1,057,997

 ５ 商品期首たな卸高 174,166 110,833

 ６ 当期商品仕入高 295,500 473,663

    合計 469,666 584,497

 ７ 商品期末たな卸高 110,833 ─

 ８ 商品売上原価 358,833 1,416,830 87.7 584,497 584,497 87.2 △832,333

   売上総利益 198,678 12.3 85,502 12.8 △113,175

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 376,095 23.3 384,807 57.4 8,712

   営業利益又は損失 

   (△は損失)
△177,417 △11.0 △299,305 △44.7 △121,888

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,000 1,116

 ２ 受取配当金 ─ 3,347

 ３ 消費税等還付金 ─ 2,334

 ４ 雑収入 ※2 8,564 9,564 0.6 2,340 9,138 1.4 △426

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※2 1,202 12,619

 ２ 貸倒引当金繰入額 5,367 5,297

 ３ 保険解約損 ─ 9,280

 ４ 雑損失 8,166 14,737 0.9 1,010 28,207 4.2 13,470

   経常利益又は損失 

   (△は損失)
△182,589 △11.3 △318,374 △47.5 △135,785

－42－



前事業年度 

(自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ─ ─ ─ 23,000 23,000 3.4 23,000

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※3 17 ─

 ２ 投資有価証券評価損 ─ 217,853

 ３ 関係会社株式売却損 ─ 11,130

 ４ 固定資産売却損 ─ 6

 ５ 減損損失 ※4 ─ 184,705

 ６ 訴訟和解金 ─ 5,000

 ７ 原状回復費用 ─ 7,560

 ８ 関係会社株式評価損 9,420 9,437 0.6 ─ 426,255 63.6 416,818

   税引前当期純利益 

      又は損失(△は損失)
△192,026 △11.9 △721,629 △107.7 △529,602

   法人税、住民税及び 

   事業税
64,669 290

   過年度法人税、住民税 

      及び事業税
─ 13,380

   法人税等調整額 △34,890 29,778 1.8 45,928 59,599 8.9 29,820

   当期純利益又は損失 

   (△は損失)
△221,805 △13.7 △781,229 △116.6 △559,423

－43－



（訂正前） 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

(3) 株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計資本準備金 資本剰余金合計

その他利益 

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 431,775 268,889 268,889 1,023,289

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,975 3,975 3,975 ― ― 7,950

 当期純利益 ― ― ― 30,694 30,694 30,694

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 3,975 3,975 3,975 30,694 30,694 38,644

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 435,750 299,583 299,583 1,061,933

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,023,289

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 7,950

 当期純利益 ― ― 30,694

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△760 △760 △760

事業年度中の変動額合計(千円) △760 △760 37,884

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 1,061,173

－44－



  
（訂正後） 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計資本準備金 資本剰余金合計

その他利益 

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 431,775 268,889 268,889 1,023,289

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,975 3,975 3,975 ― ― 7,950

 当期純損失 ― ― ― △221,805 △221,805 △221,805

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 3,975 3,975 3,975 △221,805 △221,805 △213,855

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 435,750 47,083 47,083 809,433

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,023,289

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 7,950

 当期純損失 ― ― △221,805

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△760 △760 △760

事業年度中の変動額合計(千円) △760 △760 △214,615

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 808,673

－45－



  
（訂正前） 

当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

   

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本準備金
資本剰余金 

合計

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 435,750 299,583 299,583 ― 1,061,933

事業年度中の変動額

 新株の発行 104,190 104,190 104,190 ― ― ― 208,380

 当期純利益 ― ― ― △1,033,729 △1,033,729 ― △1,033,729

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △27,290 △27,290

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 

(千円)
104,190 104,190 104,190 △1,033,729 △1,033,729 △27,290 △852,639

平成20年３月31日残高(千円) 430,790 539,940 539,940 △734,145 △734,145 △27,290 209,294

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 1,061,173

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 208,380

 当期純利益 ― ― △1,033,729

 自己株式の取得 ― ― △27,290

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

760 760 760

事業年度中の変動額合計 

(千円)
760 760 △851,879

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 209,294

－46－



  
（訂正後） 

当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
  

 
  

  
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本準備金
資本剰余金 

合計

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 435,750 47,083 47,083 ― 809,433

事業年度中の変動額

 新株の発行 104,190 104,190 104,190 ― ― ― 208,380

 当期純損失 ― ― ― △781,229 △781,229 ― △781,229

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △27,290 △27,290

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 

(千円)
104,190 104,190 104,190 △781,229 △781,229 △27,290 △600,139

平成20年３月31日残高(千円) 430,790 539,940 539,940 △734,145 △734,145 △27,290 209,294

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 808,673

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― 208,380

 当期純損失 ― ― △781,229

 自己株式の取得 ― ― △27,290

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

760 760 760

事業年度中の変動額合計 

(千円)
760 760 △599,379

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 209,294

－47－



  

 （訂正前） 

 
  

(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日）

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

―――――

 当社は、当事業年度において、営業損失372,872千

円、経常損失391,940千円、当期純損失1,033,729 千円

を計上いたしました。企画プロジェクト案件の進行に

より、売上予算計上が目標を下回ったこと。また、売

掛債権のうち回収困難とされる債権の会計処理にて、

大幅な貸倒引当金計上いたしました。  

当該状況により、継続事業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施し

ております。  

１． 新規プロデュース事業の再構築  

既存の広告メディアを集約して、新規メディアとして

再構築することによるプロデュース事業、ベンチャー

企業を中心にIPOを目指した事業の創造を行い多角的に

支援することにより、当社に取り込み事業シナジー効

果をあげて、損益の黒字化を達成いたします。 

２． 財務体質の改善  

当社は、セールスプロデュースが主力であり、本来多

額な資金を（仕入）原価とするようなビジネスモデル

はありませんでした。しかし、今後は新たに参入する

事業や事業の子会社化への資金投入が不可欠であると

考えております。そのために現在、第三者割当増資に

よる資金調達を準備しており、積極的に事業展開を行

ってゆくと同時に財務基盤の強化を図ってゆく所存で

す。  

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を反映しておりません。 

－48－



  
 （訂正後） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日）

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

―――――

 当社は、当事業年度において、営業損失299,305千

円、経常損失318,374千円、当期純損失781,229千円を

計上いたしました。企画プロジェクト案件の進行によ

り、売上予算計上が目標を下回ったこと。また、売掛

債権のうち回収困難とされる債権の会計処理にて、大

幅な貸倒引当金計上いたしました。  

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施し

ております。  

１． 各プロジェクト管理の一元化 

当社は、プロジェクト間の調整及び進捗管理や与信管

理の強化ならびに改善を行い、あわせてリスク管理と

クロージングプロセスを一元管理してまいりました。

また、与信管理の強化のために、外部の調査機関や同

サービスの積極的活用でリスク軽減を進めておりま

す。これらの諸策により、業務の効率性と受注後の未

回収リスクの大幅な軽減に努め、損益の黒字化を図る

予定です。 

 ２．財務体質の改善 

当社は、これまではセールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジ

ネスモデルではありませんでした。しかし、多様化す

るクライアントニーズへの対応に向けて、新たに参入

する事業や事業のプロジェクト化への資金投入が不可

欠であると考えております。そのために現在、新たな

資金調達の検討を行っております。今後とも積極的に

新規クライアントとの事業展開を推進すると同時に、

財務基盤の強化を図ってゆく予定です。 

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を反映しておりません。 
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（訂正前） 

 
  

(6) 重要な会計方針の変更

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,061,173千円であります。

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

 

―――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

 当事業年度より「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終

改正 平成18年5月31日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（役員賞与に関する会計基準）

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（企業結合に係る会計基準等）

 当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正 平成18年12月22日 企業会計基準適用指

針第10号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。
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（訂正後） 

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

808,673千円であります。

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

 

―――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

 当事業年度より「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終

改正 平成18年5月31日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（役員賞与に関する会計基準）

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

 これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（企業結合に係る会計基準等）

 当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正 平成18年12月22日 企業会計基準適用指

針第10号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。
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 （訂正前） 

 
  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 88,025千円

役員報酬 66,600千円

給与手当 80,545千円

賞与 8,534千円

業務委託費 10,815千円

減価償却費 5,181千円

地代家賃 26,663千円

支払報酬 16,222千円

おおよその割合

 販売費 28.6％

 一般管理費 71.4％
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 164,581千円

役員報酬 58,950千円

給与手当 51,076千円

販売権償却 28,730千円

業務委託費 9,225千円

減価償却費 25,179千円

地代家賃 25,314千円

支払報酬 31,056千円

おおよその割合

販売費 40.1％

一般管理費 59.9％

※２ 関係会社に係わるものが、7,255千円含まれてお 

   ります。 

   

 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 

   ております。   

支払利息 5,687千円

雑収入 1,200千円

   

 

※３ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 17千円
 

 ３ ――――――

 ４ ―――――― ※４ 固定資産売却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 6千円

 ５ ―――――――

 

※５ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物及び構築物 

ソフトウェア 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社は、原則として、事業用資産については経営

管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っ

ており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

   当事業年度において、急速な事業環境変化により

業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る資

産グループ、及び事業の用に供していない資産グル

ープの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（321,638千円）として特別損失

に計上いたしました。

   その内訳は、建物及び構築物13,435千円、ソフト

ウェア136,933千円、販売権171,269千円でありま

す。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。 
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 （訂正後） 

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 88,025千円

役員報酬 66,600千円

給与手当 80,545千円

賞与 8,534千円

業務委託費 10,815千円

減価償却費 5,181千円

地代家賃 26,663千円

支払報酬 16,222千円

おおよその割合

 販売費 28.6％

 一般管理費 71.4％
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 112,081千円

役員報酬 58,950千円

給与手当 51,076千円

販売権償却 28,730千円

業務委託費 9,225千円

減価償却費 4,113千円

地代家賃 25,314千円

支払報酬 31,056千円

おおよその割合

販売費 40.1％

一般管理費 59.9％

※２ 関係会社に係わるものが、7,255千円含まれてお 

   ります。 

   

 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 

   ております。   

支払利息 5,687千円

雑収入 1,200千円

 

※３ 固定資産除却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 17千円
 

 ３ ――――――

 ４ ―――――― ※４ 固定資産売却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 6千円

 ５ ―――――――

 

※５ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社は、原則として、事業用資産については経営

管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っ

ており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

   当事業年度において、急速な事業環境変化により

業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る資

産グループ、及び事業の用に供していない資産グル

ープの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（184,705千円）として特別損失

に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、販売権171,269千

円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。
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 （訂正前） 

 
  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成19年３月31日)

当事業年度 
(平成20年３月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 1,632千円

貸倒引当金繰入限度超過額 38,254

未払事業税否認 2,008

法定福利費否認 199

関係会社株式評価損否認 3,833

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産計 46,450

 

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 684千円

貸倒引当金繰入限度超過額 108,045

減価償却限度超過額 8,572

法定福利費否認 83

減損損失 130,874

投資有価証券評価損否認 105,734

関係会社株式評価損否認 574

税務上の繰越欠損金 95,247

その他 3,076

繰延税金資産小計 452,892

評価性引当額 △452,373

繰延税金資産計 519

 (繰延税金資産)

未収事業税否認 △519千円

繰延税金負債計 △519

繰延税金資産の純額 ―

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3

 留保金課税額 4.9

 住民税均等割等 0.5

 その他 0.8

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  税引前当期純損失が計上されているため  
  記載を省略しております。
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 （訂正後） 

 
  

前事業年度 
(平成19年３月31日)

当事業年度 
(平成20年３月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 1,632千円

貸倒引当金繰入限度超過額 38,254

未払事業税否認 2,008

法定福利費否認 199

関係会社株式評価損否認 3,833

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産計 46,450

 

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産)

賞与引当金繰入限度超過額 684千円

貸倒引当金繰入限度超過額 108,045

減価償却限度超過額 8,572

法定福利費否認 83

減損損失 130,874

投資有価証券評価損否認 105,734

関係会社株式評価損否認 574

税務上の繰越欠損金 95,247

その他 3,076

繰延税金資産小計 452,892

評価性引当額 △452,373

繰延税金資産計 519

 (繰延税金資産)

未収事業税否認 △519千円

繰延税金負債計 △519

繰延税金資産の純額 ―

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  税引前当期純損失が計上されているため記載を省略
しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

 税引前当期純損失が計上されているため記載を省略
しております。
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 (訂正前） 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり当期純利益又は損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 91,119円13銭 13,989円33銭

１株当たり当期純利益又は損失 
(△は損失)

2,649円42銭 △88,849円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 

2,557円20銭
  
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度 

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の 

合計額(千円)
1,061,173 209,294

普通株式に係る純資産額(千円) 1,061,173 209,294

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 11,646 14,961

項目
前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益又は損失

 損益計算書上の当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

30,694 △1,033,729

 普通株式に係る当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

30,694 △1,033,729

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ─ ─

 普通株式増加数(株) 417 ─

 (うち新株予約権)(株) (417) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

─ ―
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 (訂正後） 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 69,437円87銭 13,989円33銭

１株当たり当期純損失 19,145円40銭 67,147円21銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、１株当たり当期純損
失が計上されているため記載を省略
しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度 

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の 

合計額(千円)
808,673 209,294

普通株式に係る純資産額(千円) 808,673 209,294

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 11,646 14,961

項目
前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

１株当たり当期純損失

 損益計算書上の当期純損失 (千円) 221,805 781,229

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 221,805 781,229

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ─ ─

 普通株式増加数(株) 417 ─

 (うち新株予約権)(株) (417) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

─
新株予約権３種類

（株式の数284株）

－57－




